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概

要

嘉
島
町
の
平
成
24
年
度
一
般
会

計
の
決
算
額
は
、
歳
入
が
45
億
３

３
０
６
万
１
千
円
、
歳
出
が
41
億

６
９
９
１
万
６
千
円
。
前
年
度
に

比
べ
て
歳
入
は
約
５
憶
４
千
万
円
、

13
・
39
％
増
、
歳
出
は
約
５
億
９

千
万
円
、
16
・
36
％
増
で
し
た
。

自
主
財
源
の
比
率
は
52
・
９
％

(

前
年
は
49
・
８
％)

と
前
年
に

比
べ
微
増
と
な
り
ま
し
た
。

財
政
健
全
度
の
判
断
指
標
の
一

つ
で
あ
る
実
質
公
債
比
率
は
４
・

１
％
。
同
比
率
は
財
政
規
模
に
対

す
る
公
債
費

(

借
金
返
済)

の
割

合
を
示
し
、
比
率
が
低
い
ほ
ど
財

政
の
健
全
度
は
高
く
な
り
ま
す
。

嘉
島
町
は
熊
本
県
内
の
市
町
村
で

は
低
い
方
か
ら
２
番
目(

暫
定
値)

で
し
た
。

地
方
自
治
体
の
財
政
状
況
は
一

層
厳
し
さ
を
増
し
て
い
く
こ
と
が

予
想
さ
れ
、
今
後
も
堅
実
な
財
政

運
営
を
行
う
こ
と
が
重
要
で
す
。

主
な
歳
入
項
目
ご
と
の
決
算
額

を
見
ま
す
と
、
町
税
は
固
定
資
産

税
等
の
減
に
よ
り
１
９
４
９
万
６

千
円

(

１
・
３
％)

減
、
地
方
交

付
税
は
普
通
交
付
税
等
の
減
に
よ

り
７
６
５
８
万
７
千
円

(

９
・
８

％)

減
で
し
た
。
ま
た
町
債
は
文

歳

入

化
施
設
事
業
債
の
増
に
よ
り
２
億

５
４
４
１
万
８
千
円(

64
・
２
％)

増
と
な
り
ま
し
た
。

毎
年
の
継
続
的
か
つ
安
定
的
な

収
入
を
経
常
的
収
入
と
い
い
、
歳

入
構
造
の
安
定
性
を
表
す
指
標
で

す
。
行
政
水
準
の
持
続
的
向
上
を

確
保
し
て
い
く
た
め
に
は
、
こ
の

経
常
的
収
入
の
安
定
が
肝
要
で
す

が
、
24
年
度
の
経
常
的
収
入
は
27

億
２
８
６
３
万
９
千
円
で
、
前
年

度
に
比
べ
４
４
４
２
万
３
千
円
、

１
・
６
％
減
と
な
り
ま
し
た
。

町
税
、
地
方
譲
与
税
、
地
方
交

付
税
等
を
一
般
財
源
と
い
い
ま
す
。

そ
の
大
部
分
が
使
途
に
つ
い
て
特

定
さ
れ
て
い
な
い
た
め
に
、
歳
入

総
額
に
占
め
る
割
合
が
大
き
い
ほ

ど
、
地
方
自
治
体
の
自
主
性
が
生

か
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
こ

の
一
般
財
源
は
町
税
等
の
減
に
よ

り
、
前
年
度
に
比
べ
４
６
８
万
１

千
円
、
０
・
２
％
減
り
、
そ
の
構

成
比
は
64
・
５
％
で
前
年
度
73
・

２
％
を
下
回
り
ま
し
た
。

自
主
財
源
の
総
額
は
23
億
９
６

３
６
万
３
千
円
で
前
年
度
に
比
べ

20
・
５
％
、
４
億
７
４
０
万
６
千

円
増
え
ま
し
た
。

平
成
24
年
度
の
経
費
を
性
質
別

に
分
類
し
ま
す
と
、
義
務
的
経
費

(

人
件
費
、
扶
助
費
、
公
債
費
等)

34
・
１
％
、
経
常
的
経
費

(

物
件

費
、
維
持
補
修
費
、
補
助
費
等)

23
・
４
％
、
投
資
的
経
費

(

普
通

建
設
事
業
費
、
災
害
復
旧
費
等)

29
・
３
％
、
そ
の
他
の
経
費
13
・

２
％
で
し
た
。

さ
ら
に
見
る
と
普
通
建
設
事
業

費
29
・
３
％
が
も
っ
と
も
大
き
な

比
重
を
占
め
、
次
い
で
、
人
件
費

14
・
９
％
、
補
助
費
等
13
・
２
％
、

扶
助
費
13
・
２
％
の
順
で
し
た
。

投
資
的
経
費
は
文
化
施
設
整
備

事
業
等
の
増
に
よ
り
70
・
６
％
増

で
、
構
成
比
も
前
年
度
比
９
・
３

ポ
イ
ン
ト
高
く
な
り
ま
し
た
。

主
な
事
業
で
は
、
保
育
所
運
営

委
託
事
業
２
億
５
１
０
４
万
９
千

円
、
児
童
手
当
扶
助
事
業
１
億
５

７
２
０
万
５
千
円
、
運
動
公
園
整

備
事
業
２
億
６
５
５
５
万
１
千
円
、

文
化
施
設
整
備
事
業
６
億
３
６
９

０
万
７
千
円
等
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

わ
が
町
の
経
済
は
企
業
誘
致
等

に
よ
っ
て
比
較
的
順
調
に
推
移
し

て
い
ま
す
が
、
地
方
の
財
政
事
情

は
厳
し
い
状
況
が
続
く
も
の
と
思

わ
れ
ま
す
。
少
子
高
齢
化
社
会
の

急
速
な
進
展
や
住
環
境
の
整
備
、

産
業
育
成
等
課
題
の
多
様
さ
に
比

べ
て
財
源
は
限
ら
れ
て
い
ま
す
。

町
民
の
皆
様
の
ご
理
解
と
ご
協

力
を
お
願
い
し
ま
す
。(

財
政
係)

歳

出

こ
れ
か
ら
の
財
政
事
情

平
成
24
年
８
月
に
完
成
し
た
野
球
場

歳入 ��億�,���万�千円
歳出 ��億�,���万�千円 歳

入･

歳
出
と
も
に
増

嘉
島
町
平
成
24
年
度
一
般
会
計
決
算

前年度比
13.39％増

16.36％増



広報かしま �������

― 3―

町税 14億5330万９千円
繰入金 ３億5647万８千円
分担金負担金 １億1814万２千円
使用料及び手数料 2205万７千円
財産収入 247万５千円
繰越金 ４億1402万６千円
諸収入 2984万６千円
寄附金 30千円
地方交付税 ７億101万１千円
地方特例交付金 392万１千円
国県支出金 ６億867万９千円
地方譲与税 4150万１千円
利子割交付金 179万８千円
配当割交付金 122万２千円
株式譲渡所得割交付金 31万３千円
地方消費税交付金 １億1573万４千円
自動車取得税交付金 903万６千円
交通安全特別対策交付金 269万１千円
町債 ６億5079万２千円
平成24年度 歳入決算額 45億3306万１千円

経費別分類

議会費 6978万９千円 議会活動に要する経費

総務費 ７億5096万１千円 全般的な管理事務､ 企画調整事務､ 財政・財政管理に要する経費､
庁舎・財産維持管理費､ 戸籍､ 統計､ 徴税､ 選挙等の経費

民生費 ８億8514万７千円 住民の方の一定水準の生活と安定した社会生活を保護するための経費
衛生費 ３億2950万６千円 住民の方の健康にして衛生的な生活環境を保持するための経費
農林水産業費 １億5303万３千円 農業や畜産等の振興経費､ 農業委員会費等
商工費 534万７千円 商工業の振興､ 観光事業等の経費
土木費 ６億2045万９千円 維持的､ 改良的な土木事業全般
消防費 １億5864万４千円 消火事務､ 災害防除､ 災害被害軽減活動の経費
教育費 ９億4682万５千円 教育委員会､ 小・中学校､ 社会教育すべての教育関係の経費
災害復旧費 517千円 災害によって生じた被害の復旧に要する経費
公債費 ２億4968万８千円 未償還の公債の元金､ 利子等
平成24年度歳出決算額 41億6991万６千円

平成24年度嘉島町特別会計 (前年比)
国民健康保険
特別会計

歳入 10億8166万1千円 (95.51％)
歳出 10億5085万5千円 (101.81％)

住宅新築資金等
特別会計

歳入 142万1千円 (65.39％)
歳出 121万5千円 (62.73％)

介護保険
特別会計

歳入 6億4186万9千円 (93.68％)
歳出 5億9478万5千円 (92.14％)

公共下水道事業
特別会計

歳入 7億3969万5千円 (90.35％)
歳出 6億8778万8千円 (90.43％)

後期高齢者医療
特別会計

歳入 1億48万5千円 (105.10％)
歳出 9699万3千円 (104.78％)

歳出

歳入

義務的経費 14億2069万１千円 34.1％
経常的経費 ９億7800万７千円 23.4％
投資的経費 12億1976万７千円 29.3％
その他 ５億5145万１千円 13.2％
平成24年度 決算額 41億6991万６千円 100.0％

義務的経費：人件費・
扶助費・公債費
地方公共団体の歳出
のうち､ その支出が
義務付けられた任意
に軽減できない､ 硬
直性の高い経費のこ
と

経常的経費：
物件費・維
持補修費・
補助費等
年々持続し
て固定的に
支出される
経費

投資的経費：普通
建設事業費・災害
復旧費
その支出の効果が
資本形成に向けら
れ､ 施設等がストッ
クとして将来に残
るもの


